
出資法人等経営状況報告書

1作成年月日及び担当部署
令和元年 8月 27日 産業観光交流部 産業政策課

※以下は平成 31年 3月 31日 現在の内容ですぉ

2法人等の概要

3組織

4主な事業

(単位 :人 )

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団

理事長 高橋 信雄

□ 常 勤 ■ 非常勤

ロ プロパー □ 市派遣 □ 市兼務 ■ その他

新潟県上越市本町 3丁 目4番 1号 センバンビル 3F

平成 4年 2月 24日 社
=||■
婿 ■1市出絹割合■527,350千 円 31,3%

地域の雇用環境の整備改善や、若者等の地元就職の促進等に関する事業を行 うこと

により、魅力ある地域社会を構築して、地域の発展を担う人材の確保、育成及び定住

の促進に寄与する。

1||■ 1
0 1 1

1   11 2 13 1 12

||:       12 2 14 1 0 1 12

■ 4 4

2 2

0

6 6 0 0 0

(1)U・ Iタ ーン希望者の地元就職促進に関する事業

121新規学校卒業者等の地元就職、定着促進に関する事業

(31事業主の雇用環境や受入体制改善に関する事業

14にの法人の目的に関する国や県または市からの受託事業

151その他この法人の目的の達成に関する事業

(6)

(7)

l



5事業実績 (概要 )

平成 30年度は、前年度に引き続き、国から「地域若者サポー トステーション事業」を受話し、

若年無業者の職業的自立支援を行つた一方、国 (厚生労働省)か らの「若年者地域連携事業 (若

者 しごと館事業)」 は民間事業者が受託したことにより、同財団は受託することができませんでし

た。

また、同財団では自主事業として、これまでと同様に、上越地域にU・ Iタ ーン希望者への情

報発信、地元定着を促進する新規学卒就職者のセミナー開催や、障害者の就職支援を行いました。

その結果、平成 30年度の経常収益は、前年度と比較して 28,908千 円の減の 26,095千 円となり、

当期正味財産増減額は 1,786千円となりました。

【直近 3か年の事業実績】

1 自主事業実績 (主なもの)

2 若年者地域連携事業実績 (主なもの)                ・

県内各地区 (新潟 。長岡・上越)での実施実績 (平成 30年度は受託できず)

3 上越地域若者サポー トステーション事業実績

4 若者しごと館上越サテライ ト相談業務委託事業実績 (平成 30年度は受託できず)

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度

U・ Iタ ーン希望者への

地域情報誌の送付
1,606件 1,586イ牛 1,282イ牛

就職ガイダンス
2回開催

参加企業数 178社
参加者数 834人

2回開催
参加企業数 192社
参加者数 744人

2回開催
参加企業数 200社
参加者数 706人

障害者の就職支援

(就職面接会)

2回開催
参加企業数 35社
参加者数 123人

就職者数 17人

2回開催
参加企業数 48社
参加者数 151人

就職者数 24人

2回開催
参加企業数 54社
参加者数 147人

就職者数 35人

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度

若年者に対する企業説明会

新規学卒者セミナー 2,040人参加 1,532人参力日

フリーターセミナー 244人参力日 194人参加

年長フリーターセミナー 81人参加 145人参加

内定者講習会 806人参加 692人参加

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度

就職相談・カウンセリング
来所者数 1,619人

進路決定者数 49人
来所者数 1,604人

進路決定者数 28人
来所者数 1,363人

進路決定者数 36人

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度

就職相談・カウンセリング
来館者数 4,150人

就職数 413人
来館者数 3,590人

就職数 349人
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6財務状況
(単位 :千円)

項  目

平成 28年度

自 平成 28年 4月 1日

至 平成 29年 3月 31日

平成 29年度

自 平成 29年 4月 1日

至 平成 30年 3月 31日

平成 30年度

自 平成 30年 4月 1日

至 平成 31年 3月 31日

備  考

正
味
財
産
増
減
計
算
書

一般正味財産増減の部

58,823 55,003 26,095

1,640 1,638 1,639

7,017 7,016 7,695

0 0 0

50 ９つ
と
（
υ 46,293 16,701

0 0 0

137 56 60

58,767 54,941 25,371

57,109 53,331 23,829

1,658 1,610 1,542

0 0 1,062

56 62 1,786

0 0 0

0 0 0

0 0 0

56 62 1,786

0 0 0

56 62 1,786

537,652 537,708 537,770

537,708 537,770 539,556

指定正味財産増減の部

0 0 0

0 0 0

0 0 0

正味財産期末残高 708 537,770 539,556

項  目 平成 29年 3月 31日 現在 平成 30年 3月 31日 現在 平成 31年 3月 31日 現在 備 考

貸
借
対
照
表

資 産 540,898 540,990 540,885

負 債 3,185 3,220 1,329

正味財産 537,708 537,770 539,556

0 0 0

537,708 537,770 539,556
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7経営状況の予備的診断

予備的診断フロー

No

Yes No

No

評価 A-1

※ この評価に関連する特殊な事情又は要因など特記すべき事項
特になし

※ 公益法人においては、損益計算書を収支計算書・正味財産増減計算書に、当期利益を当
期正味財産増減額に、累積欠損金を正味財産の都合計に読み替える。

Yes

Yes

4

A-1
単年度黒字か

A-2

累積欠損金
があるか

A-8累積欠損金が資本
金の50%未満 単年度黒宇か

A-4

累積欠損金が資本
金の50%以上 B

評価基準 備考

A-1 累積欠損金がなく、単年度黒宇の
場合

引き続き経営努力を
行う。

A-2 累積欠損金がなく、単年度赤字の
場合

複数年 の経過 を注視
しなが ら引き続 き経
営努力を行 う。

A-3 累積欠損金が資本金の 50%未満
で、単年度黒字の場合

経営改善の努力を要
する。

A-4 累積欠損金が資本金の 50%未満
で、単年度赤字の場合

経営改善の一層の努
力を要する。

B 累積欠損金が資本金の 50%以上の
場合

事業の見直 し等も含
めた抜本的な経営改
善を要する。



8市の関与の状況
伍)市 の委託額 (単位 :千円)

12)市の財政援助額 (単位 :千円)

9今後の経営計画等
伍)次期事業計画

中長期経営計画 無

5

① 若者自立就労支援業務委託 1 268 1,537 1,266

②

③

④

⑥

と,268 1,537計 1,266

0① 補助金 (助成金) 0 0

② 貸付金 0 0 0

③ 損失補償 0 0 0

④ 債務保証 0 0 0

⑤ その他 ( ) 0 0 0

計 0 0 0

別紙事業実施計画及び収支予算書のとおり

1 自主事業
・U`Iターン希望者の地元就職促進事業 (大学等進学者への地域情報の提供)
・新規学校卒業者等の地元就職、定着(雌事業 (未内定者等の就職面接会、新規学校卒業就職者
の就職後のフォロー、職業講習事業)

。その他の事業 (障害者向け面接会、関係機関連携会議の開催等)

2 上越地域若者サポートステーション事業 (相談支援事業、就労後の定着支援等)
…国からの受託事業

3 若年自立就労支援業務事業 (若者支援機関等によるネットワークの構築及び維持、臨床心理士等

によるカウンセリング、各種セミナー等)

…上越市からの受託事業

俗)中長期経営計画



圭
国
纂逹戯〈不

平一〓
□ 荘識

違

日寺窪 :

壮男

日時  令不□元年 6月 4日 (火 )

午前 9時 30分 ～

場所  上越市市民プラザ 第 4会議窒

公益財國法人 新潟県雇用環境整備財団
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1 議  事

ヽ

1 法人会計事業

事 業 名 実施時期 地区・場所 事 業 内 容

I 総合事業

1 理事会
第¶7回 【定 lラ」】

第18回 【書面】

第19回 【定例】

5月 21日

6月 21日

平成31年
3月 26日

直狂津学びの交流館

上越市市民フ
°
ラサ
・

平成29年度事業実施結果・収支決算及
び第8固定B寺評議員会招集について、評議

員の変更及び役員の改選、資産運用につしヽ

て審議

理事長、副理事長、常務理事の選定

平成31年度事業計画 (案 )・ 収支予算 (案 )
及び第9回書面評議員会の開l桂、評議員の

変更について
~番
議

2 評議員会
第8回 【定 Bき】 6月 21日 上魃文イヒ会館 平成29年度事業実施結果・収支決算及

び評議員の変更及び役員の改選、賓産運用

について審議

平成30年度事業計画、収支予算等につ
いて報告

8



2_
(1)

公盃目的事業

わかもの箸定住促進サポー ト事業

項   目 「人〕  容

1事 業 目
地域の雇用環境を整備し、若者の地元定着や∪。|ターンの促達を図るため、ハ回―
ワーク・市・商玉団体など関係機P笑司と運撓しながら各種事業を行う。

事業項目 (実施場所等) 実施 8き期

月末現在登録者数  119名
(うち30年度新規登録琶数 17名 )

年FD3発送 (梶侠)件数  1.282+年

① 29年 3月卒 鶴 調査分)
支」象 48名 園奮率 333°/。
就職 15筈
(上と戌地域 10名 県内1名 県外4名 )
していない 1善
就職率313%

対象 68名 回欝率 338%
就職 23名
(止越地域4名 県内8名 県外11名 )
していなしヽ O名
就母駐率338。/。

30年 3月卒

243本交
46校
何56千交

903名
116名

う64名

短大 。高専

専Pg

∪・|ターン希望者の地元就職 l足進事業

1 大学害進学者への就懺情報の提供

登録者 (卒業後の)就船状況

230年 3月卒高校卒業者進学先リストの作成

情報提供 12年生 lこ主四
半期毎に 1回
3.4年生は毎
月 (短大は奪
局 )

2月

7月 11日

3月 23日

も87名  企業数 1lo社

119名 企業】叡 9oll

高校生叡

4月 3日

4月 13日

5月 31日

糸魚川市

上越市

妙高市

127名

187名

30名

新規学校卒業者の地元就職、定替 l足進事業

1 未内定者等の就職面接会

高校生応露前企業説明会(リ ツ
・
ョンフ
‐
ラサ
・
上越)

大卒等含周企業説明会 (デ ュオヽセレッソ)

2 新規学校卒業就職者の就職後のフォロー

がんばれニューフIイス2018備勃国冨7ネガ乃

新しい社会人を励ますつとい(リーシ
'つ
フ
°
ラサ
・
上越)

がんばれニューフ五イス(ノ万ヽ倉観光ホ刃ケ)

3 峨業話習事
~業

パソコン語習 (人材 ,ヽイスクール)

[l

9月 11日へ′

21日

10月 18日

2月 22日

2実   績

lII その lL七の事業

1 第 1回 I黛 _E薔向 |ヴ 面接会
(■U市福祉交流アラサ )

舞2□障零薔向け雨勝会

(上越市観光物産セツタ→

就職数

就鰯率

参加畜

力B苦

20名

11岳

55°/。

83名 企業数 2911
26名
64毬 企業叡 25粒
9名

9

就隠数



2 関連機関連携会議のP,4ヨ催等

自立支援ネットワ
~ク実務者担当者会議 4月 23日 7機関

自立支援ネ トワーク実務者担当者会議 11月 12日 7機F遇

●

ｋ韓
一

事 業3 実
期
一

施
聞

4実施体制

公益財団法人
ンヾピル3F)
FAX i025-526-3319

6事 業 費

7∵記事

=|

10



(2)上越地域若者サポー トステーション事業  (国受託事業 〉

項   目 内   容

¬ 事業目的

サポステ事業を実施することにより、若者が充実 して職業生活を送り、将来

を支える人材となるよう一人でも多くの若者を就職に結びつけるとともに、就

勇後のフォローアップを通 じて早期高性職を防ぐことを目的とする。

2事 業内容

~箱
護貢要事業

(1)基盤的支援メニュー
就労相談や生活相1設、コミュニケーション訓練、軽作
業、グルiプワーク、協力企業への職場見学、保護者から
の個″〕」相談への対魅を通じて、就職活動の実施に向けた準
備段階の支援を行う。
具体的には
①動機付けに関するメニュー
・職業講話 `就職者による体験談講話
②自己を知ることに関するメニュー
・職業適性検査  ・自己理解の促進 。自信回復
・コミュニケーション能力の向上 。生活習慣の改善
。身だしなみ
③職業の世界を知ることに関するメニュー
。職場見学 ・就労体験

(2)実践的支援メニュー
基盤的支援メニューの成果を踏まえ、相談支援員・キャ
リアヨンサルタントによる、より実足麦的な就職に向けた支
援プラグラムを実施するとともに、就職後の定替・ステッ
プアップのためのフォローアップ支援を実施する。
具体的には
①キャリアコンサルティングプログラム
・就職活動方法等に関する専門的な相談・個別指奪
・就職支援セミナー ・ハローワークヘの同行訪間
②職場体験プログラム
実践的なスキルの習得、職場環境への適含を支援
③定着・ステップアッププログラム
就職者に対して、キャリアコンサルティングを実施し
て、その職場での定着を支援、またキャリアアップを図
る事ができる者に対しては本格的な矢□識、スキルを取得
するための中長期的なキャリア形成を支援する。

8事 業実施期 F口B 平成30年4月 2日 ズ〕`ら平成31年3月 29日 (12ヶ月)

4実 施体制

総員5名 常勤 3名 内訳 総括コーディネーター
キャリアコンサルタント
情報管1里員
相談支援員
相談支援員

非常勤 2名

5実 績 月」イドしのとおり

6事 務所所在地

上越地域石者サポートステーション
士懃市寺l班「2-20-1
上融市福祉交流プラザl入」
電話 i025-524-3185 FAX:025-524-3285

F事 業脅

費 7
昼獣的支腹メニュー

(9,102,790円 )
帽談支残

事業

(活動事務賞

(一般管 1豊賢

(消費税

(体結U費
(活動事場賛

(― n貧管理買

(消費税

478,165円 )
146,997円 )
674,280円 )
4,808,701日 )
907、428F])
146,908円 )
4_69,042円 )

(

実践的支援メ三二一

(6,332,079悶 )

――
｀這+ 15,434,869 1も

11



平成 30年度 上越地域若者サポートステーション 事業実施状況

平成30年 4月 ～平成31年 3月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12ヂ 1月 2月 3月 合計
８

一
8 10 6 8 5 41 6 3 6 7 74

相談 f牛数(全合計 ) 58 61 94 94 106 92 99‐ 83 67 97 98 88 1037

うち宋所 22 24 40 40 46 41 39 39 19 47 35 41 433
・メーール 21 27 32 42 38 40 49 36 40 34 50 32 441

(■未登録 | 炎件数) 15 10 22 12 22 11 11 8 8 16. 13 15 163

セミナー参加人数 計 35 50 42 51 66 62 70 172 52 43 45 81 749
27 39 34 41 54 49 59 53 42 31 33 42 504
8 11 8 10 12 13 11 119 10 12 12 19 245

セミナー実施回数 12 14 14 15 11 13 15 17 15 15 15 16 172

数 56 91 5 5 22 10 5 2 1 6 5 3 129

Step upセ ミナー 実施回数 1 1 11 1 1 1 1 2 1 1 1 2 14
12らI;旧人数 2 0 1 ヽ 1 0 1 2 1 1 1 2 13

0 2 5 4 1 2 4 2 1 0 2 1- 24

(20H以上。
劇27年度から)

正社員 0 0 1 1 0 1 2 0 0 0 0 11 6

0 2 4 3 1 1 2 2 1 0 2 C 18

0 I 0 1 1 0 1 0 7 0 1 0 12

20H未 満就労 0 0 ０

一
0 1 0 0 0 1 0 1 0 3

0 1 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 3

そ の 学 0

鞠

0

0

趨
3

翻
5
饉
5
鰯
2

0

翻

2

1

報 :義

5

0

葺慕
2

講
0
夢 :

31

華重
11

鵜
36

リフアー数 1 0 2 0 1 1 1 1 1 1 2 1 12

12



(3)若年自立就労支援業務事業 〈上越市受託事業〉

項  目 内   容

1 事業目的
ニート・ひきこもり等の状態にある若年鶏業者に対し、カウンセリングや就労支

援に関する事業を行うことで、社会性の回復を図り、若者の就労・就学を目指す。

2事業内容

① 地域における若者支援機P美□等によるネットワークの構築及び維持 (上越地
域若者自立支援ネットワーク会議のうち実務者会議の運

ド呂l)

② 爺床心理土等によるカウンセリング
③ 職業憲講の啓発を図る。

。 ジョフトレーニング
「働<」 体験を通し、気づきヤ。更なる意欲の向上を促すために、
協力事業所等|こおける短期間での職業体験等を行う。
・ 各種セミナー、議藻会等による職業意識の開発
・ 保護者を文J象としたセミナーをPttB催し、支援対象者への接し方、
接する上での悩み文」応等、跡要な支援を適Bき行う。

3事業実施期間 平成30年4月 1日～平成31年3月 31日 (12ヶ月 )

4職 員の配置 な し

5実 績 別紙のとおり

6事 務所所在地

公と査財団法人 新潟県雇用環境整備財団
上越市本田」3丁国3-1(センバンビル 3F)
竃3茜 i025-526-3310 FAXi025-526-3319

上薄
'支

地域苔者サポートステーシヨン

上越市孝町2-20-1
上魃市福祉交流プラザ

巽:話 i025-524-3185 FAXi025-524-3285

7事業費 1,266,149円 (諸経費

(滴賢税

1,172,36① 閣)
93,789FB)

8特 言B事項
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上越地域若者サポートステーション 事業実施状況

平成30年 4月 ～平成31年 3月 のベ

アミカケ部分は、実施予定だつたが未開催となつたもの

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合 計

来所者 数 66 89 109 105 - 130 116 123 226 80 107 98 114 1363

新規登 録者数 8 8 10 6 8 5 4 6 3 6 7 3

新規未 登録者数 | 0 4 1 3 4 4 1 2 2 4 0 26

相談件数(全合計 ) 58 61 94 94 106 92 99 83 67 97 98 88 1037

登録者
うち来所 22 24 40 40 46 41 3 39 19 47 35 41 433

うち電話・メール 21 27 32 42 38 40 49 36 40 34 50 32 441

来登録者相談件数 15 10 22 12 22 11 11 8 8 16 13 15 163

セミナー参加人数 (全合計 ) 37 50 52 67 62 71 174 53 44 43 60 756

毎辻間開催

コミュニティスペース 10 20 18 21 27 22 32 31 18 23 22 20 270

ヨミュニティカフェ 01 5 0 0 7 0 0 0 6 0 0 6 24

社会参加活動 6 81 4 16 11 6 12 7 1 6 3 4 84

学習タイム 2 0 0 0 0 0 1 4 2 3 4 4 2C

不定期開催

調理実習 5 7 6 6

スポーッ
一
一
０

，
3 2 3 8

女子会 2 4 2 8

14

54

社会人基碇力講座 6 8

GATB 6 4 10 6 6 te 6 6!
一〇

鞭場見学・体験・話話 : 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 5

38PC講座 8. 16 14

駐業ヨH練 0 1 0 0! 0 0 0 2 0 0 0 3

卒業者対象セミナー(ステッフつ 2 0 1 1. 1 0 1 2 1 1 1 2 13

73

6

‖ 2

※対象外参力D者数

親サポ

講演会

4 7 4 6 9 7 5 5 2 12

2 4

112

就労決定者(20H以上就労)‐―①

※20H未満就労一②

0 2 5 4 1 2 4 2 5 0 2 1 28

0 ０

一

O 0 1 0 0 0 I 0 I 0 3

/職菓訓練 ‐0

SNACKS就職等率対象者と0(井①

メ進学 農こ守.∬ |

進路決定著=①H②<>④

0 1 9 0 0 0 0 0 2 0 0 0 3

34

2

36

0 3 5 4 2 2 4 2 8 3 I

0 0 00 0 0 0 0 0 0

0 3 5 5 2 2 5 2 8 0 3 1

リファー数 0 2 O 1 I I 1 1 1 2 I 12

■4
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五 味 財 産 増 減 計 算 誉 内 訳 表

平成30年 lЯ l日から平成説年 3月 31日 (決算)まで

Ｐ
Ｓ

合   計

1,638,434

1.600,834‐

37,SC0

7.69&181
7.681081

15,100

lG,701,018

16,701.013

61318
an aIR

26.094,9511

９
，
８
，
８
‐
Ｌ

＆

Ｃ

５
，

８２

５‐
０４

‐５

４

３６

３４
1,038,S52

746,71Z

39,711

518.434

901330

',03と

,918

281,640

655,236

21,047

259.200

293,905

1.542.269

420,070

110,028

11.207

19,010

,72,527

68,82,

84.24σ

3G.石47

29, 138

12C09S

38&800

2&900
2■ 4B患

内 部 取 こ1消 去

0

C

0

0

0

I    ′I、     ヨ十

1,338.434

1,S00,834

37,660

11

0

60,318

G&B18
I.S98,752

`

1,542,269

420,070

Ha 028

111207

11010
17猛 S27

6は 821

84,240

86.S47

2,130
120,095

381800
23,900

29858

0

法  入  金  Я

1,S38.434

11600,834

37,600

0

0

０
，
ａ

l S92 7i

1,542.2S9

420,070

110,028

lИ 287

41040
17Z527
66.821

81,240

36.517

2,136
と20.093

388,800

23,900

0

I   ′lヽ    ど子

T,695,18:

7,080,081

lSi 100

16.70と ,018
16,7011018

0

0

21 19お″1筆O:

23.829,336

t5,Si8,630

2.048.855

161・ 岳T8

408.289

360.564

34S,060

1,03S,552

716,712

39,711

518,184

90.330

1103t,918

261,S10

SS馬.238

2:,047

259,200

38,642

2981986

0

1,266,14e

l,2661149

0

0

I.2611

l.26S,149

a

‖O,,21

21,047

6.38と 079

4,40■ 090

40&701
8L881
2?を 527

14岳 770

3&3tO

81.T70

S,388

109,649

45,908

802.379

181.618

35T,911

98.330

116,908

0

7.358

3.000

306.479

128, 112

6,382,079

6.332,079

0

0

88a287191

91102,790

9, 102,790

11

O

0

0

G35,1,9

a093.982
6,828,000

975,348

500,220

7.978

148,997

0

7

7

0

7_89石 _11

7.137.126

1290.630

661,806

37.924

129,371

104.115

26■ 320

233,953

565,064

2■ 408

1Si 520

0

．
２０

６‐

目科

投資有 価 証券 運 用益
特 定 貴 産 運 用 益
特 定 負 産 受 取 争l患
投資有価 証券 運 用 益
事  業  収  益
事 業 収 益
熊    収    益
難    収    益
経 常 収 益 計
経 常 費 用

費

資

費

費 ,

賢

費

費

ス 料

料

料

金

料

際

責

費

費

料

む )

費

資

費

費

費

資

費

資

費

ス 料

用 料

料

料

離

む )

計

生

　

過

後

品

本

り 一
敬

　

　

公

購

用

件

灯

離

交

運

　

製

・
娼

敷

託

　

備

費

科

　

資

信

粍

刷

妙

・ 会

　

　

税

僻

常

／ヽ
質
　
　
　
　
資

人

橿

会

旅

通

消

印

レ

窯

手

委

租

雑

犠

「 IBい 与ЛEnヨ 用騒
=録
いい

投資有価 江■日平価傾益等

評 価  損  基  等  計
当 輝 程 常 増 減 額

榔常耕騨

減

事

菅

機

経

】

部の

収

税

人

福

旅

週

消

印

レ

使

手

捨

保

盈

共

広

祐

委

犠

一

用

取

理

受

壼

産

財

財

生

通

搬

晶

件

厚

女

運

葉

　
　
　
　
　

粍

利

受

信

伝

　

　

含

理

費

饉

宝

経

託

笛

管

予

　

理

告
　
　
　
で

般

費

本

一

製

・
用

弦

謝

険

刷

タン

益

養

fげ 息



F味 財 産 増 滅 船 第 書 内 銀 表

平成30年 4月
'日

から平成3i年 3月 31日 (決卿 まで

Ｐ
刊

合   計

:78贔

`46S37.″0141
53,55丘 T87

S3比 55&T87

内 纂 取 引 油 去

8

0

0

O

:   ′卜    辟

お

ISG 賀患BI

I   I‖ .20S,348
111 ]SI ttRI:

命

8

11l a31 R負 ]

法 人 曇 !

158.J

111 201 411

:ユ】.851.

G

111_g儘 1_831

0

1

4Zi1

12RI

G

1

a

0

3

0

】.303
▲思_鼠at

0

0

0

公

0

IS盟とll塩
`1を&ST&901

12H l,&95S

12■ 19n Sts

目科

種 奮 外 l民 後

経 常 外 I賦 養 計
極 常 外 費 用

経 常 外 費 用 静

当 翔 経 常 外 増 強 擦
当翔一般正味財産増減額
―般正味財産瑯首残高
一般正味財産翔末残高

I指 定正味財産増減の部
当翔指定正味財奎壇滅顔

た定正味財董用求残高
Ⅲ正強 鷲護露 表 と 癌

「



法人名 :

蜜 :繕 対 Jl軍 表 財す 訳 表

平成 31年  8月 31日 【F、 /1(決算 )

円 )

科 目 公 益 日 的 事 業 法 人 会 計 内 部 取 引 消 去 合   計

14.607,376

15.000,000

26. 149

3,001,724

8,000,000

828,118

0 171809,100

231000,0001

854,267

29,683,325 11.8291842 411483,367

99.586Ⅲ 800 ,9,586,800

0 99.586,800 0 99,586.800、

3991834,800 399、 834.800

399,834,800 0 0 399,834,800

399,834,800 99,586,800 0 499,4211600

429,168,323 III、 416,642 540.884,967

1.219,821

54, 548

521441

2,370

112721262

66,918

I・ 274,369 64,8H σ 1,3291180

11274,369 5418H 0 1,3291180

428, 193、 958 III,861.831 0 53a55丘 7こ 7

428,193.966 I11.361.831 0 539:555,787

429,488.325 111.41G:642 Oi 54018841967
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録

瀞囁 :鰯 欄 嶽 1      欄

平成 31年 3月 31園現在 鱒

卜
絲

円)

場 所 ■Ⅲ勿量 等駐使  用・ 周  的  等 η優
~~す
稽
~ 
対 ,熊 二 表

‐ 料・ :|:´壁

&001・ イ24

26阻 244

la?37.000

1,16&14'

7.91Xl

路 0軸 000

馬12S7

第四島冊瞥索簿臨136岳 38

第掛高冊書票銹ho16801a3 基

熱囲巌田営業語腱2053,9
第磯轟翻言え謳h20希 320

)(流
携倒お阻含舞♂a色 16騰彦名01

未

定  丼翻  第

41,動 計

9a38&81111

3醜 8雛 800

基 本 財 産

特 定 資 産・

資

資

(囲

投 資 有 価 証 券

499.42ヽ 600]定 資 産 金1計

|

12721,62

5&91&

(流 動 負 儀 )

未    払

‐̀―・″
・
9



Ц又 支 計 霧誓 奪事 ιこ 束寸
‐
づ
~二
ζ》を工 言己

法人名 :公 益側オ』法人 新温県雇用環境整備財博
事業名 〔事業全体

〕・資金の範囲

資金の守砲囲には、チJlも金預金、来収金及び未払金、預 り金を含めている。

なお ,前期末当劇末残高は、下記 2に 言こ戴するとお りである。

2、 次期繰越 内

貝オ 覆 婿 者 ワ篭 とこ 女寸
‐
す る とと 言己

法人名 :公益財 l・』法人

事業名 i事業全体

新潟県雇用環境整備財馴

l重要な会計方針

(1)会 計方針

r公益法人会計基準」 (平成20年 4月 ll日 平成21年 ,0月 16囲 改正 内閣府公益認定等・
委員会)を 採用している。

(を )有価証券の評価基準及び評価方法

1_ 満期保有目的の債椎  償却原価法によっている。

2  その他の有価証券
O時価のあるもの   期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。
②時価のないもの   移動平均法による原価法によっている。

(3)リ ース取引の処理方法                       了

リース物件の所有稚が借主に移転すると認められるもの以外のファイナシス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準 じた会計処理によっている。

阿)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2基本財産及び綺定資産の増減機及びその残高

基本財魔及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとお りである。

ア
一

(単位 ;円 )

当期末残高前期末残高科   閣
41,330 044

291,406

40、 609, 100

854, 267

41.621.450 41,463.367

1,272,262

56918
2,808.280

4H629
3,219,909 ,.329,180（

い 計

合   計

現金子資金

未収入金

米払金

瀬り金

38,401,641 40、  134, 187繰 ll又

癬   目 甫tデ翻末残高 当期増加額 当翔減少額 当,欄末残高

基本質√産投資有価証券 99.549,200 37.600 0 θ欽586,800

ノよヽ   討 99.549,200 37.600 0 99,586 800

特定資産投資有価証券 899、 819,700 15,100 0 399,884,800
′jヽ    言

'

399,819,700 15,100 0 899,834,800

合   計 499.868,900 52,700 0 499,421、 600

3満期保有目的の償券の内訳並びに帳簿価額
満刺保右目的の債券の内訳並びに帳簿価額

時 fl恥 及び評価損益

時価及び評aF損益は、次のとおりである。

(単位 :欝 )

flll類及び銘柄 帳縛価穀 隔寺   イ趾 言平1題 1員 をヽ

卿 償 第19t,E利付節債
回 債 輔129む 1利付園結
第■醒日本航空 (株 )社 陵
猪 ビЭ陣:(株 )光通信社債
シルフイテミテ ンドシリーズ

合  f帝

99.586,800

99,834,800

100、 000 000

100 000 000

100、 00βザ、000

118.282,400

120,866 ,00

102,693 100

101, 185 2011

98、 740,000

IS.695600
210を ,300
21'93100.

:  IS5, 200

本i ゼ69 000

199 4BI,300 5獲 1 75さ  800 J2 317 200

20



監 査 報 告 書

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
理事長 高 橋 信 雄 殿

事

令和 元年 5月  7日

た偽
ツ
る
ギ

事

監
　
　
監

所
す教

災

小

鬱
鶴

私たち監事は、当財団の平成 30年 4月 1日 から平成 31年 3月 31日 までの平成
30年度♂)理事の職務の幸ブヽ行について監査を行いましたので、一般社団法人及び一般
財団法人に関する法律第 99条第 1項 (同法第 197条におしヽて準用する第99条第
1項)並びに公益社団法人及び公益財団法人の課定に簡する法律施行規貝む第 33条第
2項)の規定に基づき本監査報告書を作成と′、以下の通 り報告いたします。

1 監査の方法及びその内容
私たち監事は、理事及び使用人等を意思疎遵を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事等からその職務

の執行について報告を受け、重要な決裁書類を聞覧し、業務及び財産の状況を調査

しま t/た。

以上の方法によつて、当該年度に係る事業報告及びその階属明細書を監査 tノまし

た。

さらにく
.会
計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該年度に係る計算書類

及びその附属β月細書及び財産目録等についてモ)監査しました。  .
2 監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
①  事業報告及びその附癌明細書は、法令及び定款に従い、当財団の状況を
i正
しく示しているものと認めます。

②  理事の職務の執行に関する不この行為又は法令もしくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

,③  内部統制システムの整備に関する理事会決議及びその体制下の理事の
職務の幸メヽ行は、相当であると認めます。

(2)計算書類及びその附胤明細書並びに財産目録等の監査結果
計算書類及びその附属明細書並びに財産目録等は、当財団の財産及び損益の

状況をすべて重要な点において適正に表示しンているものと認めます。

21
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平成 31年度

平成31年度事業実施計画につしヽて

平成31年度収支ラ算につしヽて

公益財団1法人 新潟県雇用環境整備財団:

一４

●

_ _ _   23



平成 31年度  収支予算書

平成ユ1年 04月 618から令
=0″
年03月 3'日 ま ('

円 )

〔0,

■■,'ス ,
案
=In■
保 芸ib

“

4 セ : 桑電

■11稔 XllttE盤

受取藤貴

中II a界サ驚4沢

宇敵 t与

HP

,´
`々
穏,サ貢

Ft質 焚重 庶

油,と ,轟 露晶:R

髯真 会ヽ増 Ⅲ重 ll14

額F,1'1

増ヽと朗盛V盛五奮軒

予魅餌藤霊】i

手ズえ電荷
'3斑
Iテ

"～

‐
正ムユ!盗 節

=,こ
獨
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1 法人会計事業実施計画

地区・場所 事 業 内 容事 業 名 実施時期

年 2回
(5, 3月 ) 平成30年度事業実施結果・収支決算

報告等を審議

令禾B2年度察業計画 (案)・ 収支ラ

算 (案)等を審議

5月

3月

平成30年度事業実施状況・収支決算報
告等を審議
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2.公盃目的事業
(1)わ かもの等定住 l足進サポー ト事業実施計画

項  目 内   容

1 事業目的 地域の雇用環境を整備し、若者の地元定着やU・ Iターンの促進を図るため、ハ
□一ワーク・市・商工団体などP栄日係機関と連携しながら各種事業を行う。

2事業内容

| 実施時期 |
場所・対象

I ∪。|ターン希望者の地元就職 l足進事業 '

1 大学等進学者への就職情報の提供 年 F日]

180名

2 上越地域外大学等進学先リス トの作成 年 1回 (4～ 5月 )

Ⅱ 新規学校卒業琶等の地元就職、定着l足進事業

1 高校生ぬ舞前企業説 8月会

大卒警合圃企業面接会

2 新規学校卒業就職者の就熾後のフォロー

Щ

3 B載業講習事業

パソコン語習

その他の事業

1 障害者向け面接余

2 関連機関連携会議の F汗写鰭等 年 2回 (4、 10月 ) 74幾関

8事業実施期F口3 平成31年4月 1倒 /つ ら`令和2年3月31日 (12ヶ 月 )

4実 施体制 事務局長 1名

5事 務所所在地
公透財団法人 新潟県雇用環 F見整備財団

上越市本町3-4-1(センバンピル 3F)
電話 i025-526-3310 FAXi025-526-3319

6
概算事業費
及び人件費

(管理費 7,148,OOO円 )
(事業費 1,463,OOO円 )

ラ算観 8,61 lrOOO円

7特 SE事項
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(2)上越地域著者サポートステーション事業 く国受託事業 )実施計画

項   目 内   容

1事 業 E目 的
サポステ事業を実施することにより、若者が充実して珊業生活を送り、将来
を支える人材となるよう一人でも多<の若者を就職に結びつけるとともに、就
労後のフォローアップを通 じて早期離職をBた,ぐことを目的とする。

本B談支援事業            ・

(1)基盤的支援メニュー
就労相談や生活相識、コミュニケーション訓練、軽作
業、グルァプワーク、協力企業への職場見学、保護者から
の個別相談への文」心を通して、就職活動の実施に歯けた準
備段F'白
しの支援を行う。
具体的には                 '
①動機付けに関するメニュー

②自留蒻藍こと冦罷夢抵安量管蟹
言賀講話

・職業適性検査 ・自己理解の促進  ・自信回復
。コミュニケーション能力の向上  ・生活習慣の改蕃
・島だしなみ
③職業の世界を知ることに関するメニュー
・職場見学 ・就労体験

(2)実践的支援メニュー
基盤的支援メニューの成果を踏まえ、本国談支援員。キャ
リアコンサルタントによる、より実践的な就職に向けた支
援プラグラムを実施するとともに、就職後の定着・ステッ
プアップのためのフォローアップ支援を実施する。
具体的には
①キャリアコンサルティングプログラム
・就職活動方法等に関する専門的な相談・個別指導
・就職支援セミナー ・ハローワークヘの同行訪間
②職場体験プログラム
実践的なスキルの習得、職場環境への適含を支援
③定着・ステップアッププログラム
就職者に対して、キャリアコンサルティングを実施し
て、その職場での定書を支援、プまたキャリフアップを図
る事ができる者に対しては本格的な矢0識、スキルを取得
するための中長期的なキャリア形成を支援する。

3事 業実施期 Fa] 平成31年4月 1日から令和2年3月 31日 (12ヶ月)

4 実施体制

総括ヨーディネーター
キャリアコンサルタント
情報管理員

非常勤2名 相談支援員
相識支援員

5  園標腫

就職率 60% 新規登録者件数 100件

定着率 65% 就職件数 601牛

利用者滴足度 90% 進路決定件数 (就職以外) 10件

6事 務所所在地

上越地域若者サポートステーション    ,
上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ内
電言舌i025-524-3185 FAXi025-524-3285

7
概算事業費
及び人件費

相談支援
事業

基盤的支援メニュー

(体制費
(活動事務賣
(一般管理費
(消費税

5,605,530円 )
681,382F9)
147、093円 )
514,720円 )

実践的支援メニュー

体需」費
(活動夢務費
(一般管I甲賣
(湾買税

6,577,304辟])
1,10/.180出 )
147,093岡 )
626,526円 )

15,406,828
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(3)若年自立就万支援業務票業 く上越市受託事業 〉実施計画

内   容項  目

ニート・ひきこもり等の状態にある若年恭業者に対し、乃ウンセリングや就労

支援に F共3する事業を行うことで、社会性の回復を図り、若者の就労・就学を目

指す。
1事業目的

2事業内容

地域ほおける若者支援機 F美]等によるネットワークの構築及び維持 (上魃地

域若者自立支援ネットワーク会議のうち実務者会議の運営)

臨床,い理土等によるカウンセリング

職業意識の啓発を図る。
・ ジョフトレーニング
「働く」体験を通し、気づきや更なる慧欲の向上を促すために、

協力事業所等における短期間での職業体験等を行う。
・ 各種セミナー、講漢会等

妥杢塞路蓬冨評呈躍蒜象薯△のユ麦嚇 、・ 保護者を対象としたセミブ
,  接する上での1悩み対応等、あ要な支援を適時行う。

①

②
③

平成31年4月 1日～令和2年3月 31日 (12ヶ 月)3事業実施期間

な し

上越地域若者サポートステーション
上魃市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ内
電話舌i025-524-3185 FAXi025-524-3285

4職員の配置

5事務所所在地

6 ラ算籍  1,598,166円
(諸経費
(消費税

1,468,OOO円 )
130,166円 )

概算事業費
及び人件費

7特記事項
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